
記載例（申込書）
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・申請者の氏名、住所等を記載する。

・法人、集落営農の場合は代表者の記載も必要。

申込書の記載例（Ｐ．１）

・提出する協議会名を記載

・✓を入れる（取り組む品目）のは、今回助成を申請
する品目。

・令和３年度及び令和４年度作付面積は、今回助成
を申し込まない品目でも、作付をする（した）場合は
記入する（ポイント算定に必要）。
・麦、大豆の新市場開拓向けとしては、例えば輸出
向けの麦・大豆のほか、輸出向けの味噌や醤油等
などの加工品原材料として作付する場合に該当する。
・生産した麦、大豆の用途（新市場開拓向け又は加
工向け）が分からない場合は、出荷・販売する集出
荷業者や実需者等に確認する。
・品目毎の令和４年度事業取組面積は、実需者との
取引契約に基づき出荷・販売する数量相当の面積
を地域の合理的な単収（※）を用いて算定する。
※新市場開拓用米や加工用米については、営農計画書の
記載に当たって用いている単収と合わせる。
麦、大豆、高収益作物については、地域又は農業者の直近
５年間のうち、最大値・最小値を除いた３年間の平均単収。

・高収益作物に取り組む場合は、具体的品目を記載
する（なお、水田活用の直接支払交付金の産地交付
金によって地域農業再生協議会等が令和４年産に
支援を予定している品目が対象）。
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・高収益作物については、具体的な品目を記載する。

申込書の記載例（Ｐ．２）

・取り組む品目毎に、必ず（１）、（２）又は（３）に該当
している必要があるほか、必ず実需者名等を記載
する。
・（１）及び（２）には、具体的な実需者名（（２）には、
集出荷業者等名も併せて）、（３）には、加工等の具
体的な取組内容を必ず記載する。
・集出荷業者等や実需者との販売契約書の写しや、
契約を締結する計画等について、当該申込書の提
出時に添付が必要。
・実需者名が分からない場合は、集出荷業者等に
確認する。

・上記表で実需者名等が書ききれない場合は、残り
をこちらの欄に記載する。



申込書の記載例（本年度から新たに取り組む品目の場合）

・取り組む品目毎に、確実に実施する取組メニュー
を３つ以上選択して✓を入れる。
・実際に行った取組メニューが３つ以上となるよう、
ほ場の状況等により作業が不要となる可能性のあ
る取組メニューを選択する際は注意すること。

（例えば、ドローンによる追加防除を実施する予定
で「15 スマート農業機器の活用」を選択していたが、
棒除の必要性がなくて実施せず、結果として取組数
が３つ未満となった場合は、助成要件を満たさない
こととなる。）
・取組メニュー毎の取組基準については、別表参照
のこと。
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・都道府県農業再生協議会が地域特認メニューを
設定する場合は、それを選択することも可能。
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申込書の記載例（R3年産から継続して取り組む品目の場合）

・取り組む品目毎に、確実に実施する取組メニューを
３つ以上選択して✓を入れる。
・実際に行った取組メニューが３つ以上となるよう、ほ
場の状況等により作業が不要となる可能性のある取
組メニューを選択する際は注意すること。
・取組メニュー毎の取組基準については、別表参照
のこと。

・令和2年度第3次補正予算新市場開拓に向けた水
田リノベーション事業の対象となった場合は、チェック
（✔）を入れる。
・また、「R2年度補正予算」欄に昨年度実施したメ
ニューにチェック（✔）を入れる。

・継続して事業を活用する場合、昨年度選択していな
い取組を３つ以上選択するか、昨年度と同じ取組メ
ニューを選択する場合には、以下のいずれかを満た
すことを記載すること。
①低コスト生産等の取組面積を昨年度より拡大する
②同じ取組メニューの中で、昨年度より高い効果が
見込まれる取組（高度な手法やより高い数値目標
への取組等）を実施する



申込書の記載例（取り組まない品目の場合）

・本事業で取組を実施しない品目は、記載不要。
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申込書の記載例（Ｐ．１３）

・５つの確認項目をよく読んで、同意できる場合は
それぞれ✓を入れる。

・左記の誓約事項に同意できる場合は、日付を記
載し、署名を行う。
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